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一　設立の経緯

1　昭和50年代初頭の紛争の増加

昭和50年代、不動産取引をめぐる紛争は激
増し、昭和52年度から54年度にかけて建設省

（現国土交通省）及び全国の都道府県宅地建
物取引業法主管課の相談窓口に持ち込まれた
苦情紛争件数は、各年度とも3万件を超える
状況にあった。

また、紛争の内容も、マンション特有の問
題の発生、買換えの増加による取引きの複雑
化、住宅ローン利用の一般化等により、複雑
かつ深刻化してきていた。

2 �　昭和55年の宅地建物取引業法の
改正と国会付帯決議等

このような状況を踏まえ、建設省では、宅
地建物取引業法の改正作業を進め、昭和55年
5月には、クーリングオフ制度の創設、名義
貸し禁止の強化などを内容とする改正が行わ
れた。

この改正の審議において、衆参両院で次の
ような付帯決議がなされた。

　宅地建物取引に関する苦情・紛争の簡易
迅速な処理を図るため、その処理体制の整
備強化につとめること。（衆議院・参議院）

また、昭和54年9月には、住宅宅地審議会
からも次のような答申が建設大臣に対してな
された。

（苦情処理体制の整備）

　業界団体及び行政機関に対して持ち込ま
れる宅地建物取引に関する苦情・紛争はき
わめて多いが、その処理体制は業界団体及
び行政機関双方において十分でないので、
民事紛争を簡易迅速に処理できる準司法的
な性格を持つ機構の設置についての検討を
含め、処理体制の整備強化を図るべきである。

3 �　不動産取引紛争処理機構検討委
員会の提言

これらの付帯決議・答申を受けて、昭和56
年9月、建設省計画局長は「不動産取引紛争
処理機構検討委員会（委員長平井宜雄東京大
学教授）」を設置し、新たな紛争処理機構設
置の必要性並びに設置する場合はその組織に
どのような機能を付与すべきか等について諮
問した。

同委員会は、法学者、行政機関、業界団体、
消費者団体等の有識者17名で構成され、約1
年半にわたって鋭意検討を重ね、昭和58年3
月、概ね次のような提言をとりまとめ、建設
大臣に提出した。

1�　現行の紛争処理機関の効率的な活用の
ため、機関相互の有機的連携の強化を図
ること。

2�　現行体制の不備を補充するため、その
中核となる専門機関として、連絡調整、
調査研究及び各種のシステム開発等の中
枢的な機能を担う総合機関を設置するこ
と。

設立の経緯と事業の概要等
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3�　この総合機関は、現行機関においては
紛争処理に限界があることから、現行機
関で解決困難な紛争を処理する機能を担
うこと。

また、この総合機関には具体的にどのよう
な業務を所掌させるべきかについても次のよ
うに提言した。

1�　中核的な機能を担う専門機関としての
役割

①�　苦情・紛争事例の収集・分析及び判
例の収集

②�　苦情紛争に関する学際的な調査研究
及び各種調査研究機関との情報交流

③�　苦情・紛争の防止および処理に関す
るシステムの開発

④�　苦情紛争処理基準、処理事例集、判
例集の作成

⑤�　事務処理マニュアル、各種情報資料
等の作成

⑥�　関係各機関に対する苦情・紛争処理
の実務的な助言、指導

⑦�　関係各機関の相談員、処理担当者に
対する研修の実施

⑧　販売員研修・登録の実施
⑨�　情報の収集・管理・提供システム（デ

ータバンクシステム）の開発
2�　紛争処理の機能を担う専門機関として

の役割
紛争の中には、その解決のために高度

な専門知識や新しい判断基準の適用を必
要とするなどの理由により、現行処理機
関では解決の困難なものが存在する。

これらの紛争は、本来、裁判所による
司法的解決を待つこととなるはずである
が、司法的解決には、多くの時間と費用
を要する等の事情から、現実には、当事

者間の力関係等による決着を見るなど、
不合理な結果となるものが少なくない。

このため、総合機関は、これらの現行
の紛争処理機関において解決が困難な紛
争を、高度な専門知識に基づき、かつ、
公正・中立な立場に立って、調停・仲裁
等により処理する、いわば上級審的な「第
2次処理機関」としての役割を担うこと
が必要である。

4 　機構の設立

この提言を受けて、建設省は、昭和58年末
ごろまでに設立すべき総合機関の業務内容、
業務遂行のための組織、人材の確保、設立と
その後の業務運営のための資金調達等につい
て準備を進めた。

その際、設立すべき総合機関の役割が、「紛
争処理の機能を担う専門機関」とされたた
め、日本弁護士連合会等から、紛争処理業務
に関しての意見が寄せられた。

昭和59年3月1日、設立準備室が開設され、
設立許可申請書の準備、事務所の選定、事務
局体制の整備などの準備作業が開始された。

同年3月16日、発起人代表石原舜介氏を議
長として設立発起人会が開催され、寄附行為
等に関して承認し、財団法人不動産適正取引
推進機構の設立が決定された。（表−1参照）

表－1　発起人一覧

石原　舜介 東京工業大学　教授

江戸　英雄 （社）不動産協会　理事長

大津留　温 前　住宅金融公庫　総裁

加藤　一郎 東京大学　名誉教授

川越�　昭 日本放送協会　解説委員

小島　英敏 国民生活センター　理事長

須永　正臣 （社）全国宅地建物取引業協会連合会会長

平井　宜雄 東京大学　教授
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同年3月29日、設立発起人会は、建設大臣
あて設立許可申請書を提出した。

同年4月12日、建設大臣から設立許可が出
され、機構は民法34条に基づく財団法人とし
て発足した。

紛争処理業務については、機構設立後も日
本弁護士連合会と建設省・機構との間で、取
り扱うべき業務の範囲、運営方法等について
協議が継続された。

事務所は、港区西新橋2丁目7番4号第20
森ビル8階を賃借し、業務を開始した。

昭和63年4月、試験事務の開始により、事
務所スペースが狭隘となったため、同ビル5
階を試験部用として追加賃借した。平成元年
2月、同ビルの改修計画による立退きの要請
をうけ、港区虎ノ門3丁目8番21号第33森ビ
ル3階に移転し、現在に至っている。

5 　一般財団法人への移行

その後、政府によって公益法人制度の抜本
的な改革に向けた取組みが進められ、平成18
年5月に公益法人制度改革関連3法が成立
し、平成20年12月1日に施行された。法律の
施行と同時に従来の公益法人はすべて法律上

「特例民法法人」となるとともに、法律の施
行の日から5年間の移行期間内に公益社団法
人・公益財団法人又は一般社団法人・一般財
団法人のいずれかに移行申請することが義務
付けられた。

機構は一般財団法人への移行を選択し、平
成24年7月11日付けで内閣総理大臣あてに移
行認可申請を行い、平成25年3月21日に認可
書の交付を受け、同年4月1日の設立登記に
より、一般財団法人不動産適正取引推進機構
に移行した。

二　事業の概要等

1　事業の目的

機構の目的は、定款第3条に次のとおり規
定されている。
「この法人は、不動産取引に関する紛争の

未然防止を図り、及びその適正かつ迅速な処
理を推進し、もって消費者の保護と宅地建物
取引業の健全な発達に寄与することを目的と
する。」

2 　事業の内容

機構は、前記の事業の目的を達成するため、
次の事業を行っている（定款第4条）。
一　地方公共団体及び事業者団体、消費者団

体等の民間の団体に対する紛争の処理に関
する助言及び支援

二　紛争の事例及び判例の収集その他紛争に
関する調査研究

三　第一号に掲げる団体からの要請による特
定紛争案件の処理

四　宅地建物取引士資格試験の実施
五　宅地建物取引業免許事務及び宅地建物取

引士登録事務の処理システムの開発及び管
理

六　第一号に掲げる団体の担当者に対する研

（注）なお、昭和63年度以降実施している
宅地建物取引主任者資格試験事業（平成27年
度より、宅地建物取引士資格試験）、平成2
年度に開始した宅地建物取引業免許事務等処
理システム（宅建システム）の管理運営事業
も、この目的に合致しているため、これらの
事業開始の際に、本条（当時の寄附行為の規
定）の改定は行われなかった。

また、平成25年4月1日の一般財団法人
への移行の際も、同条の規定はそのままで改
定は行われなかった。
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修の実施
七　紛争の防止及び適正な処理に関する情報

提供、啓蒙、宣伝、協力等
八　第二号に掲げる事業に関する業務の受託
九　その他この法人の目的を達成するために

必要な事業

3 　事業拡大等の経緯

⑴　調査研究・助言支援・啓発事業

機構の事業のうち、設立後直ちに着手され
たのが、調査研究事業である。

機構では、調査研究事業を推進するために、
その中核機能として「不動産取引紛争事例等
調査研究委員会」を設置し、昭和59年4月24
日に第1回委員会を開催した。また、同委員
会は、事前検討のためのワーキンググループ
を併せて組織したうえで、同年6月からは毎
月開催とし、研究が本格化した。

その他、瑕疵関係等技術調査研究委員会、
紛争防止実態調査研究委員会等も立ち上げ、
幅広く活動を開始した。また、電話相談等に
対する助言支援事業を同年8月頃から開始し
た。

昭和60年、不動産取引紛争事例等調査研究
委員会の成果である「不動産取引紛争事例集」
をはじめとする出版物の頒布を開始した。

関係機関の担当者に対する研修事業の一環
としての講演会は、昭和59年度に試行的に3
回開催し、翌60年度から本格化させた。

また、昭和60年5月からは、都道府県宅地
建物取引業法主管者協議会と共催で都道府県
業法主管課の担当者向けの研修会を開催する
こととした。
⑵　特定紛争処理事業

特定紛争処理事業は、日本弁護士連合会と
の本事業をめぐる協議が昭和59年後半まで続
けられ、同年12月に、本事業が司法救済に代

わる新たな制度を作るものでなく、国民の司
法救済の途を閉ざすものではないという基本
方針並びに紛争の処理に当たっては、都道府
県等の第1次処理機関に対し、事例提示とし
て適当な事業を対象とすること、紛争処理は
調整を原則とし、仲裁は調整を経た後に紛争
当事者全員が特に希望した場合にのみ行うこ
と、案件の採択に当たっては日本弁護士連合
会の推薦する紛争処理委員等の意見を尊重す
ること等が確認され決着した。

これを受けて、機構は、本業務に関する業
務方法書の承認申請を建設大臣に対して行
い、同年12月21日承認された。

昭和60年2月、評議会で紛争処理委員委嘱
について承認を得て、同年3月から業務を開
始した。

特定紛争処理事業では、平成31年2月末ま
でに合計170件を受け付けた。
⑶　宅地建物取引主任者資格試験事業

臨時行政調査会（いわゆる第2次臨調）の
最終答申（昭和58年3月）は、行政改革の一
環として、宅地建物取引主任者資格試験等の
試験事務に関し指定試験機関制度の導入を図
ること等により行政から委譲するよう提言し
た。この答申に基づき、一括整理法（地方公
共団体の執行機関が国の機関として行う事務
の整理及び合理化に関する法律）が昭和61年
12月末に成立した（昭和62.4.1施行）。この法
律により、宅地建物取引業法が改正されたの
を受けて、機構は昭和62年4月、建設大臣に
対して指定試験機関の指定申請を行い、同年
5月11日指定を受けた。同月、試験部を設置
して、昭和63年度から試験を実施した。

平成8年度からは、宅地建物取引業法の改
正を受け、受験資格の撤廃が実施され、平成
9年度からは、指定講習修了者（平成16年度
からは登録講習修了者）に対する試験の一部
免除が開始された。
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また、受験者の申込について、それまでの
持参受付から郵送受付への拡大が図られ、平
成14年度から全都道府県で実施した。

また、平成14年度から合格基準点を、平成
15年度からは正解肢を、機構のホームページ
において公表している。更に、平成17年度か
らはインターネットでの試験申込受付を開始
し、持参受付についてはこの年を最後に廃止
した。平成18年度からは、受験申込は郵送又
はインターネットのいずれかの方法によるこ
とにした。

平成26年宅地建物取引業法の改正により、
平成27年度より、資格試験の名称が、宅地建
物取引士資格試験に変更された。
⑷　宅建システム管理運営事業

建設省によって、昭和62年度から宅地建物
取引業の免許事務と宅地建物取引主任者（現��
宅地建物取引士）の登録事務のシステム化に
よるオンライン全国一元管理の検討が進めら
れ、当該事務を電子計算機を利用して処理す
る第一次宅建システムの開発が昭和63年度に
着手され、平成元年度までの2箇年で終了し
た。

完成した第一次宅建システムの管理運営業
務は、建設省の方針により、建設省及び都道
府県の委託を受けて、機構が担当することと
なったため、平成元年10月に情報管理部を設
置して準備を開始し、平成2年9月からシス
テムの管理運営業務を開始した。

その後、システムは、機器の老朽化、OS
の変更、機能の拡充等の観点から、概ね5年
ごとに更新が行われてきた。そのうち、平成
12年10月及び平成29年4月にシステムの構造
を変更しており、変更後のシステムをそれぞ
れ第二次宅建システム（C／S方式）、第三
次宅建システム（Web方式）と称している。

現在の第三次宅建システムは、平成29年4
月から運用が開始され、2023年4月には次の

システム更新が予定されている。
また、政府のe-Japan政策を背景に、イン

ターネットを活用して免許や登録の申請を行
うことが出来る宅建業電子申請システムの開
発が平成17年度後半から約1年半にわたって
実施され、平成19年9月から運用を開始した
が、その後、利用率の低迷等により平成24年
3月に運用を休止した。

4 　総務に関する事項等

⑴　組織

機構の組織は次のとおりである。
①　機構に次の役員を置く。
　ア　理事10名以上15名以内
　イ　監事2名以内

（表−2　役員一覧表参照）
②�　機構に10名以上20名以内の評議員を置

く。
（表−3　評議員一覧表参照）
③�　事務局の組織は、総務部、調査研究部、

情報管理部、試験部の4部で構成する。
（図−1�組織図参照）
⑵　常勤役員

常勤役員は、設立当時、専務理事のみであ
ったが、昭和62年10月、翌年度開始の試験事
業を主要任務とする常務理事が置かれ、さら
に平成2年7月、宅建システムの管理運営事
業の開始により業務範囲が一段と拡大するこ
ととなったため、理事長が常勤となった。

一般財団法人移行後は、代表理事は会長及
び理事長の2人、業務執行理事は専務理事及
び常務理事の2人となっている。

5 　財務に関する事項等

⑴　基本財産

設立時の基本財産は、信託銀行8社から受
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け入れた5,000万円であった。
昭和59年度（一部は昭和60年度）に都道府

県から基本財産に対する出捐金として8,700
万円があったほか、民間からの出捐金4億
2,000万円のうち、収支等を勘案して2億
3,500万円を昭和60年3月の理事会の議決を
経て基本財産に組み入れた。昭和60年度に全
都道府県の出捐が完了した時点で、基本財産
は、3億7,200万円となった。

平成3年3月、試験事業特別会計の余剰金
1億2,800万円を、理事会の議決により自己資
金の中から基本財産に組み入れ、5億円とな
った。さらに、平成12年2月、同様にして2
億円を組み入れ、基本財産は7億円となった。

一般財団法人移行後も、定款で基本財産を
保有することを規定し、従来どおり7億円を
基本財産としている。
⑵　公益目的支出計画とその実施状況

内閣総理大臣から移行認可を受けた一般財

団法人は公益目的支出計画（公益目的財産額
に相当する金額を公益の目的のために支出す
ることにより零にするための計画）の作成が
義務付けられている。当該計画に係る公益目
的財産額は、移行時の貸借対照表の純資産と
して計上される額を時価評価した額であり、
公益の目的のために支出する事業が実施事業
等となる。

機構は、定款第4条第1項第1号（助言支
援）、第2号（調査研究）、第3号（特定紛争
処理）及び第7号（広報）に規定する事業を
実施事業等として行うこととしている。

機構の公益目的財産額22億3,980万円に対
して、毎年4,000万円実施事業に支出する計
画を作成し、一般財団法人移行後5年経過し
た平成29年度末現在で、公益目的支出額の累
計額は2億748万円、公益目的財産残額は20
億3,231万円となっている。

㸦ᖹᡂ 31ᖺ 2᭶ 28᪥⌧ᅾ㸧

ᙺ ⫋ ྡ Ặ ྡ ⌧ ⫋

会 㛗 ୰⏣ ⿱ᗣ ᪩✄⏣኱Ꮫ ኱Ꮫ㝔 ἲ務研究⛉ ᩍᤵ

理事㛗 ᓠஂ ᖾ⩏ 㸦ᖖ໅㸧

ᑓ務理事 బࠎᮌ୍ࠉᡂ 㸦ᖖ໅㸧

ᖖ務理事 ㉥ᕝ ῟ဢ 㸦ᖖ໅㸧

理 事 ᳜ᮧ ிᏊ ᘚㆤኈ

理 事 Ἀ㔝 ┾ᕬ ᮾி኱Ꮫ ኱Ꮫ㝔 ἲᏛᨻ἞Ꮫ研究⛉ ᩍᤵ

理 事 ⚄ᒣ ࿴㑻 㸦୍♫㸧඲ᅜఫᏯ⏘業༠会 会㛗

理 事 ⳺⏣ ṇಙ 㸦୍♫㸧୙ື⏘༠会 理事㛗

理 事 ᆏᮏ ஂ 㸦බ♫㸧඲ᅜᏯᆅᘓ≀ྲྀᘬ業༠会㐃ྜ会 会㛗

理 事 ୰ᮧ Ꮨ᝴ ඖ 㹌㹆㹉ཌ⏕ᩥ໬事業ᅋ 理事㛗

理 事 ཎᔱ ࿴฼ 㸦බ♫㸧඲᪥ᮏ୙ື⏘༠会 理事㛗

理 事 ᖹᯇ ⣖ᬕ ᮾி㒔 㒔ᕷᩚഛ局 ఫᏯᨻ⟇᥎㐍部 ୙ື⏘業ㄢ㛗

監 事 ᫓ཎ ᗣே 㸦ᰴ㸧࡯ࡎࡳ㖟行 ᪂ᶫ➨஧部 බ務ᢸᙜ部㛗

監 事 ᮧୖ ࡉ࡙࠶ 㸦ᰴ㸧࡞ࡑࡾ㖟行 ୙ື⏘ࢫࢿࢪࣅ部 部㛗

表－２　役員一覧表
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㸦ᖹᡂ �� ᖺ � ᭶ �� ᪥⌧ᅾ㸧

Ặ ྡ ⌧ ⫋

஭ୖ ༤ඞ ⚄ዉᕝ┴ ┴ᅵᩚഛ局 事業管理部 ᘓタ業ㄢ㛗

ᒸ ṇᬗ ᘚㆤኈ

ᒸᮏ ₻ 㸦୍♫㸧࣐ࣥࣥࣙࢩ管理業༠会 理事㛗

ᒸᮏ ኱ᚸ 㸦බ♫㸧඲ᅜᏯᆅᘓ≀ྲྀᘬ業ಖド༠会 ᑓ務理事

ዟ ฼Ụ ୺፬㐃ྜ会 ᖖ௵ᖿ事

㮵ᓥ ᑦṊ 㸦୍㈈㸧ᆅᇦ㛤Ⓨ研究ᡤ 㢳ၥ

⚄㊊ Ꮥ᫂ රᗜ┴ ┴ᅵᩚഛ部 局ࡾࡃ࡙ࡕࡲ 㒔ᕷᨻ⟇ㄢ ᅵᆅᑐ⟇ᐊ㛗

ᴬ ┿஧ 㸦୍♫㸧୙ື⏘ὶ㏻⤒Ⴀ༠会 理事㛗

㧗ᶫ ฼行 ඖ ㄞ኎᪂⪺♫ ⦅㞟局ḟ㛗

∾ᒣ ⅻ἞ 㸦බ♫㸧㤳㒔ᅪ୙ື⏘බṇྲྀᘬ༠議会 ๪会㛗

༖⏣ ⣧ ᘚㆤኈࠊ୰ኸ኱Ꮫ ኱Ꮫ㝔 ἲ務研究⛉ ᩍᤵ

ᒣෆ 㕲ኵ ᪥ᮏྖἲ᭩ኈ会㐃ྜ会 ๪会㛗

評議員会

理事会

監 事

事務局

調査研究部

試験部

総務部

情報管理部

理 事

代表理事

業務執行理事

表－３　評議員一覧表

図－１　組織図




